
令和６年第２回伊賀市議会定例会 

令和７年２月定例月会議に係る記者会見 

 

 

令和 7年 2月 18日（火）午後 3時～ 

市役所本庁舎４階 秘書広報課 応接室１ 

 

１. 市長からの発表（当初予算、補正予算、主な一般議案の概要） 

 

 

 

 

２. その他 

・「2025 年 LIFULL HOME’S みんなが探した！買って住みたい街   

ランキング（中部圏版）」に青山町（近鉄大阪線）が第５位にランクイン 

 

 



議案番号 件　　　　　　名

議案第４号 令和７年度伊賀市一般会計予算

議案第５号 令和７年度伊賀市国民健康保険事業特別会計予算

議案第６号 令和７年度伊賀市駐車場事業特別会計予算

議案第７号 令和７年度伊賀市介護保険事業特別会計予算

議案第８号 令和７年度伊賀市サービスエリア特別会計予算

議案第９号 令和７年度伊賀市後期高齢者医療特別会計予算

議案第10号 令和７年度伊賀市病院事業会計予算

議案第11号 令和７年度伊賀市水道事業会計予算

議案第12号 令和７年度伊賀市下水道事業会計予算

議案第13号 令和７年度伊賀市島ヶ原財産区特別会計予算

議案第14号 令和７年度伊賀市大山田財産区特別会計予算

議案第15号 令和６年度伊賀市一般会計補正予算（第９号）

議案第16号 令和６年度伊賀市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

議案第17号 令和６年度伊賀市駐車場事業特別会計補正予算（第２号）

議案第18号 令和６年度伊賀市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）

議案第19号 令和６年度伊賀市サービスエリア特別会計補正予算（第１号）

議案第20号 令和６年度伊賀市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

議案第21号 令和６年度伊賀市病院事業会計補正予算（第３号）

議案第22号 令和６年度伊賀市水道事業会計補正予算（第３号）

議案第23号 令和６年度伊賀市下水道事業会計補正予算（第２号）

議案第24号 令和６年度伊賀市島ヶ原財産区特別会計補正予算（第１号）

議案第25号 令和６年度伊賀市大山田財産区特別会計補正予算（第１号）

議案第26号 伊賀市環境基本条例等の一部改正について

議案第27号 伊賀市情報公開・個人情報保護審査会設置条例及び伊賀市行政手続における
特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について

議案第28号 伊賀市任期付職員の採用等に関する条例の一部改正について

議案第29号 伊賀市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について

議案第30号 伊賀市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について

議案第31号 伊賀市職員の給与に関する条例の一部改正について

議案第32号 伊賀市職員の退職手当に関する条例の一部改正について

令和６年第２回伊賀市議会定例会令和７年２月定例月会議提出議案目録



議案第33号 伊賀市職員等の旅費に関する条例等の一部改正について

議案第34号 伊賀市体育施設条例の一部改正について

議案第35号 伊賀市駐車場条例の一部改正について

議案第36号 伊賀市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正について

議案第37号 伊賀市清掃施設の設置及び管理に関する条例の一部改正について

議案第38号 伊賀市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について

議案第39号 伊賀市国民健康保険税条例の一部改正について

議案第40号 伊賀市福祉医療費の助成に関する条例の一部改正について

議案第41号 伊賀市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例の一
部改正について

議案第42号 伊賀市短時間勤務会計年度任用職員の報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁
償に関する条例の一部改正について

議案第43号 伊賀市建築基準法等関係手数料条例の一部改正について

議案第44号 伊賀市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理
者の資格基準に関する条例の一部改正について

議案第45号 委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について

議案第46号 伊賀市国民健康保険高額療養資金貸付条例の廃止について

議案第47号 伊賀市国民健康保険高額療養費貸付基金の設置及び管理に関する条例の廃止
について

議案第48号 伊賀市国民健康保険出産費資金貸付条例の廃止について

議案第49号 伊賀市国民健康保険出産費資金貸付基金の設置及び管理に関する条例の廃止
について

議案第50号 伊賀市人・農地プラン検討会議設置条例の廃止について

議案第51号 事業契約の変更について

議案第52号 事業契約の変更について

議案第53号 市道路線の認定について

議案第54号 市道路線の認定について

議案第55号 辺地に係る総合整備計画の策定について
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令和６年第２回伊賀市議会定例会令和７年２月定例月会議提出議案概要 

                    （予算議案を除く。） 

 ２月25日提出分 

議案 

番号 
件名 理由及び内容等 担当部署 

26 伊賀市環境基本

条例等の一部改

正について 

【改正理由及び改正内容】令和７年４月からの行政組織の変更

に伴い、次の条例により設置している審議会等の庶務担当課

を改める。 

【改正する条例】 

 ・伊賀市環境基本条例 

 ・伊賀市環境保全負担金条例 

 ・伊賀市総合計画審議会条例 

 ・伊賀市スポーツ推進審議会に関する条例 

 ・伊賀市民美術展覧会運営委員会条例 

 ・伊賀市こども未来応援会議条例 

 ・伊賀市農業振興地域整備促進協議会条例 

 ・伊賀市農業経営基盤強化促進協議会条例 

 ・伊賀市森林管理協議会条例 

 ・俳文学関係著作に係る文部科学大臣賞授賞に関する条例 

 ・伊賀市名誉市民選考・表彰審査委員会設置条例 

 ・伊賀市行政不服審査会条例 

 ・伊賀市自治基本条例審議会条例 

 ・伊賀市行政事務事業評価審査委員会条例 

 ・伊賀市美術博物館建設準備委員会設置条例 

【施行期日】令和７年４月１日 

総務課 

 

27 伊賀市情報公開・

個人情報保護審

査会設置条例及

び伊賀市行政手

続における特定

の個人を識別す

るための番号の

利用等に関する

法律に基づく個

人番号の利用及

び特定個人情報

の提供に関する

条例の一部改正

について 

【改正理由及び改正内容】令和７年４月施行の行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

の改正に伴い、関係する２つの条例において引用する法律の

条項のずれを改める。 

【改正する条例】 

 ・伊賀市情報公開・個人情報保護審査会設置条例 

 ・伊賀市行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個

人情報の提供に関する条例 

【施行期日】令和７年４月１日 

総務課 

28 伊賀市任期付職

員の採用等に関

する条例の一部

改正について 

【改正理由及び改正内容】特定業務等従事任期付職員に適用さ

れる給料表について、職責及び職務内容を踏まえ、他の職員

との均衡を図るため正規職員の昇給を参考にした額に引き

上げる改正を行う。 

【施行期日】令和７年４月1日 

人事課 
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29 伊賀市職員の勤

務時間、休暇等に

関する条例の一

部改正について 

【改正理由及び改正内容】令和７年４月から民間労働法制及び

国家公務員制度において仕事と生活の両立支援制度が拡充

されることを受け、本市職員についても時間外勤務の免除の

対象となる子の範囲を拡大するほか、仕事と介護の両立支援

制度を利用しやすい勤務環境の整備に関する措置や対象職

員への制度の周知、個別の意向の確認を行うことを任命権者

に義務付ける。 

【施行期日】令和７年４月１日 

人事課 

30 伊賀市職員の育

児休業等に関す

る条例の一部改

正について 

【改正理由及び改正内容】令和７年４月から育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律が

改正されることに伴い、非常勤職員に対する部分休業の承認

に係る規定において引用する法律の条名を改める改正を行

う。 

【施行期日】令和７年４月1日 

人事課 

31 伊賀市職員の給

与に関する条例

の一部改正につ

いて 

【改正理由及び改正内容】令和６年８月の人事院勧告及び令和

６年 10 月の三重県人事委員会勧告に準じ、配偶者に係る扶

養手当の廃止及び子どもに係る扶養手当の増額、管理職特別

勤務手当の支給対象時間帯の拡大を行うほか、係長級以上に

適用される各級の初号を引き上げる改正を行う。 

【施行期日】令和７年４月1日 

人事課 

32 伊賀市職員の退

職手当に関する

条例の一部改正

について 

【改正理由及び改正内容】令和７年４月から雇用保険法が改正

され、就業促進手当のうち就業手当が廃止されることから、

当該廃止を踏まえた見直しを行うほか、雇用保険法に基づく

失業給付に相当するものとして支給する退職手当に関し所

要の改正を行う。 

【施行期日】令和７年４月１日 

人事課 

33 伊賀市職員等の

旅費に関する条

例等の一部改正

について 

【改正理由及び改正内容】令和７年４月１日施行の国家公務員

等の旅費に関する法律の一部改正に伴い、本市の一般職及び

市長等特別職に支給する旅費について、船賃及び航空賃に係

る支給額や日当及び食卓料の額の見直し、包括宿泊費の新設

を行うほか、所要の改正を行う。 

【改正する条例】 

 ・伊賀市職員等の旅費に関する条例 

 ・委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例 

 ・伊賀市長及び副市長の給与及び旅費に関する条例 

 ・伊賀市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する

条例 

【施行期日】令和７年４月１日 

人事課 

34 伊賀市体育施設

条例の一部改正

について 

【改正理由及び改正内容】稼働率が低い大山田東グラウンド及

び大山田東体育館について、地域活動等の他の用途に利用で

きるよう、体育施設としての機能を廃止する。 

【施行期日】令和７年４月１日 

スポーツ振

興課 

35 伊賀市駐車場条

例の一部改正に

ついて 

【改正理由及び改正内容】市営上野公園第２駐車場及び市営上

野公園第３駐車場は、旧上野市庁舎改修事業による複合施設

の開業後は、当該複合施設の駐車場として運営され本条例の

管財課 
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規定に基づく市営駐車場としての機能を有しなくなること

から削除する。 

【施行期日】公布の日 

36 伊賀市廃棄物の

処理及び清掃に

関する条例の一

部改正について 

【改正理由及び改正内容】し尿の収集・運搬・処分について、

物価及び人件費の上昇に伴いその処理費用が増嵩している

ことから手数料の額を改定するほか、手数料の返還について

規定する改正を行う。 

【施行期日】令和７年９月１日（手数料の返還に関する規定は、

公布の日） 

浄化センタ

ー 

 

37 伊賀市清掃施設

の設置及び管理

に関する条例の

一部改正につい

て 

【改正理由及び改正内容】浄化センターに搬入されるし尿及び

浄化槽汚泥について、光熱費、薬品代及び人件費の上昇に伴

いその処理費用が増嵩していることから、手数料の額を改定

するほか、手数料の返還について規定する改正を行う。 

【施行期日】令和７年９月１日（手数料の返還に関する規定は、

公布の日） 

浄化センタ

ー 

38 伊賀市災害弔慰

金の支給等に関

する条例の一部

改正について 

【改正理由及び改正内容】災害弔慰金及び災害障害見舞金の支

給に関する事項を調査審議する附属機関を設置するため、そ

の所掌事務、組織、委員の任期等について規定する。 

【施行期日】令和７年４月1日 

医療福祉政

策課 

39 伊賀市国民健康

保険税条例の一

部改正について 

【改正理由及び改正内容】近年の医療費・健康保険制度の動向、

国民健康保険事業特別会計の収支状況、基金残高等を踏ま

え、国民健康保険税の税率等を変更するほか、減免の規定の

整理など所要の改正を行う。 

【施行期日】令和７年４月1日（令和７年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用） 

保険年金課 

40 伊賀市福祉医療

費の助成に関す

る条例の一部改

正について 

【改正理由及び改正内容】子育て世代を医療の側面から支援す

るため、福祉医療費の助成の対象となる子どもを令和７年９

月診療分から 18 歳到達後最初の年度末までの子に拡大する

ほか、オンライン資格確認により医療機関等が受給資格者の

情報を確認できる場合は、受給資格者証の提示を省略できる

よう規定を改正する。 

【施行期日】令和７年９月１日（受給資格証の提示に関する改

正規定は、公布の日） 

保険年金課 

41 伊賀市地域包括

支援センターの

人員及び運営に

関する基準を定

める条例の一部

改正について 

【改正理由及び改正内容】令和６年４月に介護保険法施行規則

が改正され、介護保険法第 115 条の 46 第６項に規定する地

域包括支援センターの人員に関する基準が改められたこと

から、当該基準に従い定める本市の基準を同様に改正する。 

【施行期日】令和７年４月１日 

介護高齢福

祉課 

42 伊賀市短時間勤

務会計年度任用

職員の報酬、期末

手当、勤勉手当及

び費用弁償に関

する条例の一部

【改正理由及び改正内容】外国語指導助手の報酬について、民

間給与及び地方公務員の給与等の動向を踏まえ、国が定める

運用基準に準じ報酬の額を引き上げるほか、その職務の特殊

性を考慮し、外国語指導助手に係る報酬等については、任命

権者が別途定める規則を適用するよう規定する。 

【施行期日】令和７年４月１日 

学校教育課 
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改正について 

43 伊賀市建築基準

法等関係手数料

条例の一部改正

について 

【改正理由及び改正内容】建築基準法及び建築物のエネルギー

消費性能の向上に関する法律の改正に伴い、木造建築物に係

る建築確認の対象範囲及び建築物エネルギー消費性能基準

への適合義務の対象となる建築物の範囲が拡大されること

等から、市が行う審査に係る手数料の新設及び改正を行う。 

【施行期日】令和７年４月１日 

建築課 

44 伊賀市水道事業

布設工事監督者

の配置基準及び

資格基準並びに

水道技術管理者

の資格基準に関

する条例の一部

改正について 

【改正理由及び改正内容】水道法施行令が改正され、布設工事

監督者及び水道技術管理者の確保を目的として資格要件が

見直されたことから、当該資格要件を参酌して定める本市の

規定を同様に改正する。 

【施行期日】令和７年４月１日 

水道工務課 

45 委員会の委員等

の報酬及び費用

弁償に関する条

例の一部改正に

ついて 

【改正理由及び改正内容】農業委員会の委員等の報酬につい

て、増加する業務量や責任を考慮した額となるよう、教育支

援委員会委員の報酬については、人材確保の観点、職の専門

性等を鑑み職責に応じた額となるよう、それぞれ報酬の額を

引き上げる改正を行う。 

【施行期日】令和７年４月１日 

農業委員会

事務局 

学校教育課 

46 伊賀市国民健康

保険高額療養資

金貸付条例の廃

止について 

【廃止理由】限度額適用認定証の普及、オンライン資格確認シ

ステムの導入等により高額な医療に係る被保険者の負担が

軽減され、貸付制度を必要とする状況が解消されたこと、ま

た新規貸付けを行っていないことから、高額療養資金貸付制

度を廃止するため。 

【施行期日】令和７年４月１日 

保険年金課 

47 伊賀市国民健康

保険高額療養費

貸付基金の設置

及び管理に関す

る条例の廃止に

ついて 

【廃止理由】限度額適用認定証の普及、オンライン資格確認シ

ステムの導入等により高額な医療に係る被保険者の負担が

軽減されたことに伴い、高額療養資金貸付制度を廃止するこ

とから、当該貸付制度に対応するため設置した伊賀市国民健

康保険高額療養費貸付基金を廃止するため。 

【施行期日】公布の日 

保険年金課 

48 伊賀市国民健康

保険出産費資金

貸付条例の廃止

について 

【廃止理由】出産育児一時金の直接支払制度の定着により出産

費資金貸付制度を必要とする状況が解消され、近年新規貸付

けの需要がないことから、当該貸付制度を廃止するため。  

【施行期日】令和７年４月１日 

保険年金課 

 

49 伊賀市国民健康

保険出産費資金

貸付基金の設置

及び管理に関す

る条例の廃止に

ついて 

【廃止理由】出産育児一時金の直接支払制度の定着により出産

費資金貸付制度を廃止することから、当該貸付制度に対応す

るために設置した伊賀市国民健康保険出産費資金貸付基金

を廃止するため。 

【施行期日】公布の日 

保険年金課 
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50 伊賀市人・農地プ

ラン検討会議設

置条例の廃止に

ついて 

【廃止理由】農業経営基盤強化促進法の改正に伴い「人・農地

プラン」が「地域計画」として法定化され、今後は、地域計

画の策定に当たり必要な協議を法律の定めにより行うこと

から、人・農地プラン検討会議を廃止するため。 

【施行期日】令和７年４月１日 

農林振興課 

51 事業契約の変更

について 

【提案理由】伊賀市新斎苑整備運営事業において、地中埋設物

（コンクリート殻）が発生しその処分等に係る費用を増額す

ることから、変更契約を締結することについて、民間資金等

の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律第 12

条の規定により、議会の議決を求めるため。 

契約の相手方：伊賀市上野茅町2706番地 

          株式会社伊賀芙蓉  

代表取締役 志賀 俊介 

  変更後契約金額：2,614,629,716円 

（変更前契約金額：2,611,571,716円） 

生活環境課 

52 事業契約の変更

について 

【提案理由】伊賀市小学校給食センター整備運営事業におい

て、令和７年度から配送校が増加することに伴い調理設備等

の増設が必要となること、事業の運営・維持管理業務の増加

に伴い人件費が増加することから、変更契約を締結すること

について、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促

進に関する法律第 12 条の規定により、議会の議決を求める

ため。 

  契約の相手方：伊賀市緑ケ丘南町2332番地 

          株式会社伊賀市学校給食サービス 

 代表取締役 下薗 邦宏 

  変更後契約金額：4,402,461,684円 

（変更前契約金額：4,391,461,684円） 

いがっこ給

食センター

元気 

53 

 

市道路線の認定

について 

【提案理由】荒木地内の８つの道路について、その公共性及び

生活用道路としての利用状況に鑑み新たに市道路線として

認定することについて、道路法第８条第２項の規定により、

議会の議決を求めるため。 

建設管理課 

54 市道路線の認定

について 

【提案理由】種生地内の道路について、県道青山美杉線道路改

築事業により旧道廃止となる区間を市道として存置する必

要があることから、新たに市道路線として認定することにつ

いて、道路法第８条第２項の規定により、議会の議決を求め

るため。 

建設管理課 

55 

 

辺地に係る総合

整備計画の策定

について 

【提案理由】丸柱地域及び諏訪地域に係る総合整備計画を策定

することについて、辺地に係る公共的施設の総合整備のため

の財政上の特別措置等に関する法律第３条第１項の規定に

より、議会の議決を求めるため。 

阿山支所 
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202５（令和７）年度予算（案）の概要 （単位：千円）

令和７年度

当初予算額

令和６年度

当初予算額
増　減 伸　率(％)

46,902,608 46,466,743 435,865 0.9%

　国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 8,799,453 9,044,318 △ 244,865 △ 2.7%

　　　事 業 勘 定 8,727,776 8,966,831 △ 239,055 △ 2.7%

　　　直 営 診 療 施 設 勘 定 71,677 77,487 △ 5,810 △ 7.5%

　駐 車 場 事 業 特 別 会 計 37,753 43,843 △ 6,090 △ 13.9%

　介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 10,616,025 10,588,444 27,581 0.3%

　サ － ビ ス エ リ ア 特 別 会 計 8,881 8,710 171 2.0%

　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1,607,125 1,546,078 61,047 3.9%

特 別 会 計 小 計 21,069,237 21,231,393 △ 162,156 △ 0.8%

　病 院 事 業 会 計 6,140,079 5,884,135 255,944 4.3%

　　　収 益 的 支 出 5,490,664 5,204,067 286,597 5.5%

　　　資 本 的 支 出 649,415 680,068 △ 30,653 △ 4.5%

　水 道 事 業 会 計 5,615,012 4,995,424 619,588 12.4%

　　　収 益 的 支 出 3,134,667 3,290,910 △ 156,243 △ 4.7%

　　　資 本 的 支 出 2,480,345 1,704,514 775,831 45.5%

　下 水 道 事 業 会 計 4,612,851 4,155,600 457,251 11.0%

　　　収 益 的 支 出 2,396,457 2,518,661 △ 122,204 △ 4.9%

　　　資 本 的 支 出 2,216,394 1,636,939 579,455 35.4%

企 業 会 計 小 計 16,367,942 15,035,159 1,332,783 8.9%

　島 ケ 原 財 産 区 特 別 会 計 30,523 30,508 15 0.0%

　大 山 田 財 産 区 特 別 会 計 12,972 12,933 39 0.3%

財 産 区 小 計 43,495 43,441 54 0.1%

84,383,282 82,776,736 1,606,546 1.9%　　　　　合                                計

会         計         名

特

別

会

計

企

業

会

計

財

産

区

一 般 会 計
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2025（令和７）年度の取り組み方針

令和７年度は現在策定中の「第３次伊賀市総合計画」や令和６年度中に策定される「伊賀

市こども計画」など、新たな政策展開をスタートさせる節目の年度となります。

また、にぎわい忍者回廊PFI事業による忍者体験施設や旧庁舎改修による施設の一部開業な

ど、新たなにぎわい創出に向けた取り組みも始まります。

こうした新たな取り組みに向けられる期待の中で、これまでに積み上げてきた成果を継承しながら

も、市政の推進は市民の理解と参画があってこそという原点に立ち返り、伊賀市の未来に向け、市

民と行政の信頼関係に基づく持続可能なまちづくりを「みんなで」進めていくための新たな一歩を踏

み出せるよう、「継承と変革・伊賀の夜明け予算」とします。

継承と変革・伊賀の夜明け予算
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継承と変革・伊賀の夜明け予算 ～３つの視点～

•すべての子どもが安心して学び、成長できる社会を実現します。

•大人にも多様な学びやチャレンジの機会を提供します。

•地域の活力を担う人材を育て、未来へつなげます。

こどもが育つ、大人も育つ

•防災・減災や地域の安全確保を重視します。

•DXとGXを推進し、新たな価値を創造します。

•地域資源を活用し、にぎわいと持続可能な経済基盤を築きます。

持続可能なまちを未来へ

•市民と対話を重ね、課題解決を進めます。

•市民とともに「公共のかたち」を再構築します。

•近隣自治体や国・県と連携し、広範な課題に対応します。

対話からはじまる参加と協働

子どもから大人まで市民一人ひとりが成長し、地域全体が活力を持続できる社会を目指します。また、地域

が抱える課題に対応し、将来に向けて安心して暮らせる基盤を整えるとともに、市民同士や行政とのつながりを

深める取り組みを進めます。
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

地方創生推進事業
（地域創生課）

4,976【拡充】ＩＧＡＢＩＴＯ育成事業補助金（3,500）

自らが地域の担い手となる意識を持つ地域創造人材（IGABITO）
の育成を目的に、高校で組織する実行委員会等が実施する
IGABITO育成に資する事業に財政支援を行う。（対象校を市内３
つの高等学校から市内６つの高等学校及び伊賀地域の高等教育機
関１校に拡充する）

105

多文化共生推進事業
（多文化共生課）

14,386

多文化共生事業委託料（7,244）
（内）外国につながりをもつ子どもたちの夢を育む事業委託料
（1,866）
（内）【新規】伝わる日本語講座（1,100）

外国につながりをもつ子どもたちのための学習支援教室「ささゆり」を実
施する。
「やさしい日本語」の普及や、地域におけるキーパーソンとなり得る人材
を育成するため「伝わる日本語講座」を実施する。

107

非核平和都市推進事業
（人権政策課）

1,107
【拡充】非核平和推進中学生派遣委託料（900）
【新規】市内戦争遺跡フィールドワーク（100）

戦後80年が経過する中で、次代を担う若い世代が戦争の悲惨な実
態について考え、平和の尊さを学ぶことを目的として、市内中学生を被
爆地広島市へ派遣する。
若い世代への平和意識の醸成を図るため、戦争遺跡を活用したフィー
ルドワークを実施する。

137

生活困窮者自立支援事業
（生活支援課）

44,695子どもの学習・生活支援事業委託料（11,123）
経済的困窮や家庭環境等の要因により学習の機会の確保に課題を
抱える児童に対して、訪問型と施設集合型の学習・生活支援を行う
ことで、基礎学力の向上と生活習慣の取得を図る。

171

医療費助成経費
（保険年金課） 235,894子ども医療扶助費（7,884）

子育て世帯の経済的負担軽減のため、対象を18歳まで引上げ子ども
の医療費を助成する。

187

医療費助成経費（単独分）
（保険年金課） 129,515【拡充】子ども医療扶助費（77,827）

医療費助成経費（県事業分）
（保険年金課） 214,372子ども医療扶助費（190,425）

児童福祉一般経費
（こども未来課）
（保育幼稚園課）

18,169
使用済みおむつ定期収集運搬業務委託料（17,041）
（保育幼稚園課）

市内の保育所等を利用する全ての子育て世帯の負担軽減を行うため、
使用済みおむつを各保育所等にて処分するため収集運搬業務を委
託する。

219

主な事業【こどもが育つ、大人も育つ】
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

子どもの居場所づくり事業
（こども未来課）

9,693子ども第三の居場所事業費補助金（9,600）
子どもたちが安心して過ごせる環境で、将来の自立に向けて生き抜く
力を育むことを目的に、子ども第三の居場所事業に取り組む運営団
体に財政的支援等を行う。

221

妊婦支援給付金
（こども家庭支援課）

41,583【新規】妊婦支援給付金（41,500）

子ども・子育て支援法の改正により、妊婦のための支援給付が創設さ
れたことから子育て世帯の経済的負担軽減を目的に、妊婦１人あた
り５万円、こども１人あたり５万円を支援する。（出産・子育て応援
給付金事業から移行）

221

放課後児童対策事業
（こども未来課）

171,450【拡充】放課後児童クラブ健全育成事業費補助金（30,645）
公設民営の放課後児童クラブの指定管理料を支出するとともに、 民
設民営の放課後児童クラブに対し補助を行う。
待機児童解消のため上野東小学校区に新たに１施設を設置予定。

223

私立保育所等運営費
（保育幼稚園課）

1,640,736
副食費にかかる扶助費（44,465）
※うち無償化分（37,477）

第３子以降無償化分（6,720）

子育て世帯の経済的負担の軽減と子育てしやすいまちづくりの実現の
ため、私立の保育所（園）、幼稚園、認定こども園に通う３歳～５
歳の子どもの副食費無償化を行う。

229

私立保育所等補助金
（保育幼稚園課）

84,349【新規】保育士等就労助成事業費補助金（3,000）
慢性的に不足する保育士の定着や確保を促進するため、私立の保育
所（園）、幼稚園、認定こども園において、新規に採用された保育士
等を対象に最大３年間で上限30万円の就労奨励金を交付する。

229

子育てのための施設等利用給付事業費
（保育幼稚園課）

13,991保育所等副食費無償化事業費補助金（1,152）
子育て世帯の経済的負担の軽減と子育てしやすいまちづくりの実現の
ため、認可外保育施設に通う３歳～５歳の子どもの副食費に対して
補助する。

231

保育所管理運営事業
（保育幼稚園課）

288,569
副食費にかかる賄材料費（95,834）
※うち無償化分（16,416）

第３子以降無償化分（4,263）

子育て世帯の経済的負担の軽減と子育てしやすいまちづくりの実現の
ため、公立保育所（園）に通う３歳～５歳の副食費無償化を行う。

235

主な事業【こどもが育つ、大人も育つ】
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

施設改修事業（保育所）
（保育幼稚園課）

22,256
補修・改修工事費（19,764）
管理用備品購入費（2,492）

・公立保育所の緊急安全対策工事、空調改修工事、その他施設
改修工事を行い、安心・安全な保育環境を整備する。
・特別な支援を必要とする児童向けの遊具や、からだそだてに有効な
遊具等を購入する。

237

短時間勤務会計年度任用職員人件費
（保育幼稚園課）
（人事課）

513,715
【新規】保育用務員（29,442）
（※報酬、職員手当等、共済費、旅費）

公立保育所で働く保育士の負担軽減を図ることで、こども達と保育士
とのふれあう時間を増やし、こども、保育士そして保護者もみんなが笑
顔になれる保育所、幼稚園をめざして、保育所施設内外の用務作
業等に従事する「きらり☆彡みんなの“えがおサポーター”」を配置する。

237

検診事業
（健康推進課）

100,222
【新規】検診業務等委託料（79,020）
（内）中学３年生ピロリ菌検査（2,648）

ピロリ菌の早期発見と治療により、胃がんや胃潰瘍等のリスクを減少さ
せるため、中学校３年生を対象に、学校検尿検査等において尿中ヘ
リコバクター・ピロリ菌検査を実施する。

249

特産農産物等振興事業
（農林振興課）

29,759【拡充】賄材料費（28,433）
地産地消・食育の推進を図るために、小中学校給食において、市内
産の食材を利用した「伊賀スマイル給食」を実施する。

295

みえ森と緑の県民税市町交付金（基本枠）
事業
（農林振興課）

17,671

消耗品費
木づかい木育推進事業（3,086）

木材や木製品との触れ合いを通じて木材への親しみや木の文化への
理解を深め、木材の良さや利用の意義を学ぶことを目的に、
• 出生のお祝いに伊賀のヒノキの薫る木製フォトフレームを配布する。
• 小学5年生の社会科授業において、森林の間伐を学ぶ機会にあ

わせて木製（伊賀産材）のお箸作成キットを配布する。 309

伊賀の森っこ育成推進事業補助金（3,555）
次世代を担う子どもたちの森林環境への理解と関心を深めるため、小
中学校で実施する森林環境教育活動に係る費用を補助する。

通学路整備事業
（道路河川課）

25,500市道新設改良工事費（25,000） 市道久米守田線外38路線のカラー舗装工事などを行う。 329

主な事業【こどもが育つ、大人も育つ】
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

奨学金等支給経費
（教育総務課）

28,006 【拡充】一人ひとりが輝く伊賀市奨学金等（26,028）
教育の機会均等を保障し、社会に貢献する人材を育成するため奨学金を支給する。
（一人ひとりが輝く伊賀市奨学金支給条例の制定により従来の奨学金（伊賀市奨学金、
伊賀市同和奨学金）を見直し）

377

不登校児童生徒支援事業
（学校教育課）

11,938
【新規】フリースクールで学ぶ子どもたちへの支援事業補
助金（2,400）

不登校児童生徒の通いの場を確保し、社会的自立を図ることを目的として、フリースクールを
利用する児童生徒保護者に対して、利用に要する費用（月額上限２万円）を補助する。

381

キャリア教育推進事業
（学校教育課）

2,532中学生・地域ふれあい事業委託料（2,070）
自らが地域の担い手となり、より良い“伊賀”を創る意識、実行力を持ったIGABITO（伊賀
びと）を育成するための学習活動を行う。

383

外国人児童生徒支援事業
（学校教育課）

7,972
手数料
日本漢字能力検定手数料（392）

外国につながりをもつ児童生徒が学力を向上させる意欲を持つために、日本漢字能力検定
（漢検）に挑戦できるよう、公立小中学校児童生徒の受験料を負担する。

383

学力向上推進事業
（学校教育課）

6,188
手数料
実用英語技能検定手数料（3,335）

英語に関心をもち、英語力を向上させるために、市内中学校３年生生徒全員が各学校に
おいて、実用英語技能検定（英検）を受験できるよう、団体受験料を負担する。

385

読書活動推進事業
（学校教育課）

606学校図書館活用アドバイザー謝金等（606） 子どもの読書活動を推進するため、学校図書館活用アドバイザー（２名）を配置する。 387

情報化教育推進経費
（教育総務課）

557,171 【新規】ＧＩＧＡ端末購入費（357,500） 市内小中学校において令和2年度に整備したGIGAスクール端末を更新する。 389

主な事業【こどもが育つ、大人も育つ】
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

短時間勤務会計年度任用職員
人件費
（学校教育課）
（人事課）

275,369
【新規】学校図書館司書 読書活動推進事業
（8,274）

学校図書館の環境整備、読書活動を推進するため、学校図書館司書（３名）を配置
する。

389

施設改修事業（小学校）
（教育総務課学校施設室）

23,549小学校施設改修工事費（14,533） 上野西小学校消防設備改修工事などを行う。 397

施設改修事業（中学校）
（教育総務課学校施設室）

29,971中学校施設改修工事費（28,901） 大山田中学校防火設備改修工事などを行う。 403

園管理経費
（保育幼稚園課）

14,707保育所等副食費無償化事業費補助金（5,184）
子育て世帯の経済的負担の軽減と子育てしやすいまちづくりの実現のため、公立幼稚園に
通う子どもの副食費に対して補助する。

409

生涯学習推進啓発事業
（生涯学習課）

74,139生涯学習活動事業委託料（72,780）
地域のニーズに応じた生涯学習活動の活性化や底上げを図るため、住民自治協議会に
対して生涯学習事業を委託する。

413

放課後子ども教室推進事業
（生涯学習課）

6,302【拡充】放課後子ども教室委託料（4,625）
小学生を対象に、放課後に学校の空き教室や集会所等を利用し、子どもの居場所を確保
し、多様な体験を通じて成長するための事業を委託する。新たに１施設を開設予定。

425

図書館管理経費
（上野図書館）

154,897
にぎわい忍者回廊整備ＰＦＩ事業業務委託料
（63,238）

伊賀市新図書館基本計画に定める「学び、創造、憩いの広場」、多くの人々に支持される
交流型図書館として、にぎわい忍者回廊整備PFI事業により整備される新図書館の開館
準備を行う。

427

主な事業【こどもが育つ、大人も育つ】
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

学校給食管理経費
（教育総務課）
（学校教育課）

114,708
賄材料費（92,002）
※うち無償化分（81,691）

食育の推進や子育て世帯の経済的負担の軽減と子育てしやすいま
ちづくりの実現のため、市立小・中学校の給食費無償化を行う。

439

給食センター管理運営経費
（いがっこ給食センター夢）
（いがっこ給食センター元気）

685,353
賄材料費（292,173）
※うち無償化分（246,345）

441

主な事業【こどもが育つ、大人も育つ】
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

行政バス運行経費
（交通戦略課）

141,422

運行業務委託料（136,437） コミュニティバスにんまるをはじめとする、行政バスの運行業務を委託する。

93

【新規】車両購入費（3,559） 老朽化した島ヶ原行政バスの更新を行う。

地域交通対策事業
（交通戦略課）

20,712

【新規】運行業務委託料（15,964）
（内）ゆめが丘団地・市部駅間シャトルバス実証運行業務
委託（8,917）
（内）上野市駅前夜間交通実証運行業務委託
（7,047）

・ゆめが丘団地と最寄り駅である市部駅を結ぶシャトルバスを運行することで、ゆ
めが丘団地に居住する方や勤務する方の移動利便性を向上させ、通勤・通学の
移動手段の転換を図る。
・上野市駅前に、夜間タクシーを待機することで上野市駅から飲食店、ホテルなど
への夜間の移動手段を確保する。

93

旧青山支所跡地整備事業
（青山支所）

108,482【新規】旧青山支所等跡地整備工事（108,482）
解体した旧青山支所庁舎跡地について、青山地域複合施設整備基本構想に
基づき、青山ホールの駐車区画と、ケヤキを活用した市民が憩える緑地を整備す
る。

95

伊賀鉄道活性化促進事業
（交通戦略課）

111,727

【新規】鉄道事業再構築実施計画策定業務委託料
（6,600）

現在の計画が令和８年度で終了することに伴い、新たな鉄道事業再構築実施
計画を策定する。

97

【新規】環境整備工事費（7,579）
茅町駅前外構整備工事を行う。（トイレ解体新築工事（R6前倒し）と一体
的に整備）

伊賀鉄道運営費等補助金（67,192） 伊賀鉄道の運営を支援するため補助を行う。

伊賀鉄道通学定期券購入費助成金（27,782） 伊賀鉄道の通学定期券購入費に対して1/2の補助を行う。

主な事業【持続可能なまちを未来へ】
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

行政改革推進事業
（デジタル自治推進局）

3,089
伊賀市行政事務事業評価審査委員会委員報酬（378）
行政経営アドバイザー報酬（850）

持続可能な行政経営に向けた業務改善や事務事業の見直しなどを進める。 101

移住・交流推進事業
（地域創生課）
（スポーツ振興課）
（青山支所）
（観光戦略課）

56,462

移住支援事業補助金（6,000）（地域創生課）
三重県と共同で行う三重県移住・就業マッチング支援事業において、東京圏から
の移住者に対し補助を行う。

103

【新規】地域おこし協力隊起業支援補助金（2,000）
（地域創生課）

地域おこし協力隊の定住促進と市の活性化を図るため、任期終了後、市内で起
業又は事業継承をする隊員に対して上限100万円の補助を行う。

【新規】若者・子育て世帯移住促進中古住宅取得費補助金
（7,500）（地域創生課）
【新規】若者・子育て世帯移住促進家賃支援事業補助金
（8,400）（地域創生課）

伊賀市への定住の意思を持つ若者世代の移住を支援することで、市の活力向上
と地域の活性化を図るため、住宅の確保をするための経費に対して補助を行う。
（空き家取得費補助金からの制度改正）
・中古住宅購入支援 …住宅取得費用の２分の１以内
若者世代 ：上限30万円 子育て世代：上限50万円
空き家バンク利用加算：10万円

・賃貸住宅入居支援 …対象経費の２分の１以内
若者世代：月額上限２万円 子育て世代：月額上限３万円

若者定住のための奨学金等返還支援金（3,000）
（地域創生課）

奨学金等の貸与を受けて修学した者が、市内に定住し、伊賀市内又は定住自
立圏内の企業等にて就労する場合に、奨学金等の返還額の一部を支援する。

多文化共生推進事業
（多文化共生課）

14,386

【新規】多文化共生推進プラン策定支援等業務委託料
（3,410）

伊賀市多文化共生推進プラン（第２期）を策定し、外国人住民が言葉や文化
の違いを理由に社会的不利益を被ることなく、日本人住民と対等な関係となり、
それぞれの活動や交流を通して、ともにまちづくりに参画し、すべての人が住みよさを
実感できる伊賀市をめざす。

107多文化共生事業委託料（7,244）
（内）多文化共生事業委託料（4,278）

国籍や文化の違いを越えて共生できる地域社会の構築に向けて、多文化共生
事業を実施する。

多言語対応業務委託料（1,076）
多国籍化する外国人住民の相談に対応するため、電話・映像による窓口対応の
多言語通訳業務を委託する。

主な事業【持続可能なまちを未来へ】
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

文化施設改修事業
（文化振興課）

96,646【新規】修繕料（96,646） 伊賀市文化会館の自家発電機の更新及び、多目的トイレの改修を行う。 109

芭蕉翁関連施設改修事業
（文化振興課）

12,163文化施設改修工事費（11,556） 俳聖殿前の山門茅葺屋根の改修を行う。 113

スマート自治体推進事業
（デジタル自治推進局）
（防災危機対策局）
（課税課）

53,202
【新規】被災者生活再建支援システム導入業務委託料
（11,209）（防災危機対策局）

災害時の被害認定調査業務をはじめとした被災者支援に係る一連の業務を迅
速に行うとともに、各業務で収集した情報を管理・共有するため、統合型の業務
支援システムを導入する。

119

地区市民センター施設改修事業
（阿山支所、青山支所）

21,167

【新規】設計業務委託料（2,929）
【新規】地区市民センター施設改修工事費（13,233）

丸柱地区市民センターのトイレ改修の設計・工事を行う。

123

【新規】設計業務委託料（5,005） 矢持地区市民センターの耐震改修工事設計を行う。

人権啓発推進事業
（人権政策課）
（阿山支所）
（伊賀支所）
（青山支所）
（大山田支所）
（島ヶ原支所）

11,001

報償費（2,417）
（人権政策課、各支所） 部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくし、人権が尊重される明るく住みよい

社会の実現をめざすとともに、市民の人権意識の高揚を図るため、ひゅーまんフェ
スタや地域の人権啓発懇談会等を実施する。

129

旅費（2,670）
（人権政策課、各支所）

男女共同参画推進事業
（人権政策課）

3,040

報償費（1,198） 市民の男女共同参画に対する意識向上を図るため、男女共同参画フォーラム
「いきいき未来いが」等のイベントや女性法律相談、「女性のエンパワーメント講
座」、「男女一緒に気づいて広がる発見講座」等を実施する。

131

男女共同参画講座事業委託料（311） 133

主な事業【持続可能なまちを未来へ】
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事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

防災資機材整備推進事業
（防災危機対策局）

6,446
消耗品費
備蓄食糧費など（6,266）

伊賀市地域防災計画に基づき、災害用備蓄品（長期保存食、生理用品、
液体ミルク、携帯トイレ等）を購入し、災害に備える。

133

消費者行政事務経費
（住民課）

1,250【新規】消費生活相談新システム用端末機器等（563）
消費相談業務に使用する全国消費生活情報ネットワーク新システム導入に
伴う端末機器等を購入する。

139

防犯・暴力追放事業経費
（防災危機対策局）
（住民課）

6,676
【新規】地域防犯カメラ設置支援事業補助金（1,500）
（住民課）

三重県の防犯カメラ設置補助金を活用し、犯罪の予防を目的として地域が
自主的に設置する防犯カメラの設置等に係る費用を補助する。（上限15万
円）

139

阿山保健福祉センター施設改修事業
（阿山支所）

9,597
【新規】修繕料（6,737）
【新規】福祉センター施設改修工事費（2,860）

阿山保健福祉センターの吸収式冷温水機の整備及び高圧ケーブルの更新
工事を行う。

169

福祉有償運送支援事業
（介護高齢福祉課）

8,574福祉有償運送事業補助金（8,494）
移動制約者の移動手段を確保するため、福祉有償運送を実施している法
人に対し補助を行う。

169

救急医療事業
（医療福祉政策課）

124,199

病院群輪番制運営費負担金（30,744）
夜間・休日の二次救急医療体制を維持するため、二次救急実施病院に対
し負担金を支払う。

251
【新規】地域拠点産科医療機関支援事業費補助金
（10,950）

分娩にかかる地域拠点となる産科医療機関の機能を維持継続するため、伊
賀地域で分娩を取り扱う医療機関に対して補助金を交付する。

応急診療所管理運営事業
（医療福祉政策課）

96,645応急診療所嘱託医師報酬（45,965） 夜間・休日の一次救急を担う応急診療所を運営するための医師報酬。 251

地球温暖化防止推進事業
（生活環境課）

21,190【新規】基本計画策定業務委託料（11,629）

市民、事業者及び行政が一体となった取り組みにより、2050年までに温室
効果ガス排出量実質ゼロを目指す「伊賀市ゼロカーボンシティ宣言」を踏まえ、
地域全体で温室効果ガスの排出量削減等を推進するための計画（地球温
暖化対策実行計画（区域施策編））を策定する。

261

主な事業【持続可能なまちを未来へ】
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

合併処理浄化槽設置及び管理事
業
（経営企画課）

109,217

【新規】補助金申請に係る電子化アプリ作成業務委託
（5,445）

Webを通じて合併処理浄化槽設置整備事業補助金申請の電子受付や、進
捗状況が確認できるシステムを導入する。

265

合併処理浄化槽設置整備事業補助金（103,531）
生活排水による公共用水域の水質汚濁の防止を図るとともに、公衆衛生の向
上及び生活環境の保全に資するため、合併処理浄化槽の設置に対する補助を
行う。

斎苑管理運営経費
（生活環境課）

103,303

【新規】斎苑予約システム導入構築業務委託（4,400） Webを通じて斎苑の空き状況の確認や、施設予約ができるシステムを導入する。

265

新斎苑ＰＦＩモニタリング支援業務委託料（4,983） 施設の維持管理・運営のモニタリングを実施する。

一般廃棄物減量等推進事業
（廃棄物対策課）

55,396
消耗品費（41,307）
（内）指定ごみ袋購入経費（41,085）

地球温暖化を招くＣＯ２削減の一環として、伊賀北部地区で指定している可
燃ごみ袋について、動植物由来の資源（バイオマス）を25％配合したごみ袋を
購入する。

269

新規就農者総合支援事業
（農林振興課）

2,250新規就農者育成総合対策事業費補助金（2,250） 認定新規就農者に対して経営安定のための資金を助成する。 291

環境保全型農業直接支援対策事
業
（農林振興課）

7,181【拡充】環境保全型農業直接支払交付金（7,085）

伊賀市農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画に基づき、環境負
荷の軽減に配慮した農業生産方式の普及を行うため、環境保全に効果の高い
取組みを行う農業経営体に対し、その構成員の取組面積に応じた支援を行う。
令和７年度は有機農業に取り組む事業対象圃場を拡大する。

295

集落営農支援事業
（農林振興課）

12,500集落営農支援事業補助金（12,500）
集落営農組織を対象に、農業機械器具の購入費又は農業用建物の新築・改
修経費を助成し、営農組織の規模拡大と生産コストの低減、効率化、省力化
への取組みに対し補助を行う。

297

みえ森と緑の県民税市町交付金
（連携枠）事業
（農林振興課）

45,081

流域防災機能強化対策事業業務委託料（39,081）

人家等の保全対象から概ね２km以内の渓流沿い等の森林であって、適正な
管理がされていないことから流木や土砂の流出により下流に被害を及ぼす恐れが
あり、三重県水源地域の保全に関する条例に規定する特定水源地域として指
定されている森林を対象に、根系や下層植生の発達を促す森林整備を実施し、
流域の防災機能の強化を図る。

309

【新規】災害からライフラインを守る事前伐採事業業務委託料
（6,000）

台風などの倒木被害により電線等のライフラインを寸断する恐れのある危険木の
事前伐採について、市・県・ライフライン事業者の三者で協定を締結し、大規模
停電の未然防止などのライフラインの保全を図る。

311

主な事業【持続可能なまちを未来へ】
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主な事業【持続可能なまちを未来へ】

（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

森林環境譲与税事業
（農林振興課）

100,180

未整備協定林整備業務委託料（49,553）

市、森林所有者及び認定林業事業体で施業方法等について協定を
締結している森林について、環境林として適正に管理することによりそ
の公益的機能を持続的かつ高度に発揮させるとともに、災害防止や
温室効果ガス排出削減等を図ることを目的とした間伐施業を行う。

311

森林境界明確化事業補助金（14,250）
森林境界を明確にすることにより、計画的かつ適切な森林整備の推
進を図ることを目的として、市との間で締結する協定に基づき森林境
界明確化を実施する者に対して補助を行う。

伊賀市森林作業道整備事業補助金（14,000）
森林施業及び木材の集材・搬出を促進するため、市内の森林におけ
る作業道の整備を行う者に対し補助を行う。

【新規】伊賀市自伐林家等支援補助金（3,000）

自伐林家を中心とした林業従事者の森林施業の機械化の促進・安
全性等の向上を図り、持続的な林業経営を確立するため、自伐林家
等が行う林業機械の導入、林業機械のレンタル、労働安全装備の導
入、新技術の導入、林業研修及び資格取得に対して補助を行う。

商工振興経費
（商工労働課）

70,948

小規模事業資金融資制度保証料補助金（5,318）
小規模な経営者、創業者の事業の円滑化と活性化のため、県小規
模事業資金等利用者の保証料に対し補助を行う。

313起業・経営革新促進事業補助金（30,000）
新たな事業主体の創出及び市内事業者の経営革新を促進し、地域
経済の維持・発展を図るため、起業する者又は経営革新を行う者に
対し補助を行う。

地域総合整備資金貸付連帯保証料補助金（3,061）
民間事業者等が地域総合整備資金を借入する際に発生する連帯
保証料に対し補助を行う。

企業立地促進経費
（企業誘致推進室）

75,159企業誘致セミナー開催業務委託料（2,000）
関西圏を中心としたエリアに立地する企業による伊賀市での投資及び
本社機能移転を促すため、企業等の経営者等に対し、企業誘致セミ
ナーを開催する。

315

忍者市プロジェクト事業
（観光戦略課）

2,781にぎわい忍者回廊プロモーション業務委託料（2,497）
大阪・関西万博の開催により増加すると見込まれる関西圏への旅行
者を対象に、市及び忍者体験施設のプロモーションに取り組む。

319
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（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

山神大谷線道路整備事業
（道路河川課）

43,860
市道新設改良事業測量設計委託料（35,300）
道路改良事業用地取得費（8,000）

市道印代山神線（山神橋）の更新に合わせ、国道25号と国道422号を結
ぶ新たな道路ネットワークを整備し、災害時の避難路、緊急輸送を確保するた
めに必要な道路を新設する。

331

印代山神線（山神橋）橋梁架替事業
（道路河川課）

221,647【拡充】市道新設改良工事費（220,000） 印代山神線（山神橋）の橋脚工事及び橋台工事を行う。 333

空家等対策推進事業
（空き家対策室）

30,997

【新規】第３次伊賀市空き家対策計画策定業務委託料
（6,160）

人口減少及び都市部への人口集中による空き家の増加が懸念されることから、
第2次計画を引き継ぎつつ、令和8年度から5年間の新たな空き家対策計画を
策定する。

345

【新規】空家等家財処分費補助金（450） 空家の流通又は除却の推進を図るため、家財処分費の一部を補助する。

予納金（10,350） 倒壊の恐れのある空き家を除却するため、財産管理人制度の申立てを行う。 347

木造住宅等耐震支援事業
（住宅課）

20,950【拡充】住宅・建築物耐震改修等事業補助金（16,725）

より正確な調査と改修工事費の抑制が期待できる精密診断法による耐震補強
設計の実施にあたり、天井や壁を一時的にはがして調査する必要があるため、こ
れらの補修経費を対象に上乗せ補助を行う。
例： 耐震改修設計費補助金 …上限18万円

【新】耐震改修設計費補助金（精密診断法）…上限16万円
耐震改修工事費補助金 …上限150万円
木造住宅リフォーム事業費補助金 …上限40万円

【新】耐震シェルター設置補助金 …上限50万円

347

市街地整備推進事業費
（都市計画課）
（中心市街地推進課）

23,318
【新規】景観計画改定業務委託料（12,782）（都市計画
課）

景観行政の指針となっている「伊賀市景観計画」（H21.1月施行、H28.3月
一部修正）について、景観計画区域等を見直すことなく15年が経過しているこ
とから、景観計画の改定を行う。

347

旧上野市庁舎利活用事業
（中心市街地推進課）

591,572にぎわい忍者回廊ＰＦＩ業務委託料（587,847）
にぎわい忍者回廊創出ＰＦＩ事業の特定事業である旧上野市庁舎改修整
備事業を委託する。

349

市単下排水路管渠老朽化対策事業
（経営企画課）

16,820【新規】雨水整備基本構想策定業務委託（12,760）
市街地における背割り水路や下排水路の老朽化及び流下能力不足対策のた
め、排水機能並びに生活環境の改善を目的とした雨水整備基本構想を策定
する。

353

主な事業【持続可能なまちを未来へ】
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主な事業【持続可能なまちを未来へ】

（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

救急自動車整備事業
（消防総務課）

40,410救急車購入費（40,343） 老朽化した救急自動車の更新を行う。 369

非常備消防施設等整備事業
（地域防災課）

53,921車両購入費（50,474） 老朽化した消防団小型動力ポンプ付軽積載車の更新を行う。 371

文化財保存事業
（文化財課）

8,658文化財保護事業補助金（8,658）
文化財の適正な管理と保護活用を図ることを目的として、所有者等が行う文化財
の修理など保護活動に必要な経費に対して補助を行う。

417

体育施設整備事業
（スポーツ振興課）

21,560【新規】体育施設改修工事費（4,634）
しらさぎ運動公園でのスポーツイベントやアーバンスポーツなどを安全に利用できる環
境を整えるため、既存駐車場に照明や可動型ベンチの設置を行う。

443
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主な事業【対話からはじまる参加と協働】

（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

秘書事務管理経費
（秘書広報課）

5,804

旅費（883）

市長及び副市長が、市の施策推進に必要な対外活動を行い、行政
運営の円滑化を図る。

69

消耗品費（1,226）
負担金（1,698）

71

広報作成等業務経費
（秘書広報課）

32,378【新規】デザイン委託料（1,100）
市が作成するイベント等のチラシ・ポスターのデザインをより魅力のある、
伝わる広報媒体とするため、助言や作成を委託する。

81

広聴業務経費
（秘書広報課）

1,624
賞品及び記念品（169）
【新規】印刷製本費（41）
【新規】通信運搬費（1,360）

市の施策に対する市民の意見を積極的に収集するため、第４期eモ
ニターを募集し、市政参画を促す。

81

定住自立圏推進事業
（総合政策課）

373報償費（192）
定住自立圏共生ビジョン懇談会を開催し、共生ビジョンに基づいて実
施される事業についての進捗管理、見直しを行う。

93

人づくり推進事業
（地域創生課）

610
【拡充】謝礼（560）
職員研修 外部有識者による研修会（560）

様々な行政課題に対応できるプロフェッショナル人材を育成することを
目的とした職員研修（伊賀創生研究会）を実施する。

101

行政改革推進事業
（デジタル自治推進局）

3,089複業人材活用支援事業委託料（216）
まちづくりに対する関心や高い能力と専門性を持った複業人材を行政
に登用するための支援業務を委託する。

101
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主な事業【対話からはじまる参加と協働】

（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

移住・交流推進事業
（地域創生課）
（スポーツ振興課）
（青山支所）
（観光戦略課）

56,462

地域おこし協力隊支援委託料（2,000）（青山支所）
博要住民自治協議会に対し、地域おこし協力隊の活動に係る支援
業務を委託する。

103

地域おこし協力隊活動業務委託料（13,536）（地域創生課、スポーツ振興課、
青山支所）

地域おこし協力隊員に対し、活動業務を委託する。

地域おこし協力隊受入れ業務委託料（11,700）（観光戦略課）
観光まちづくりの推進に向けた観光商品造成及びデータマーケティング
に従事する地域おこし協力隊の雇用と活動に係る支援業務を、一般
社団法人伊賀上野観光協会（ＤＭＯ登録法人）へ委託する。

【新規】地域おこし協力隊定住支援補助金（500）（地域創生課）
地域おこし協力隊の定住促進と市の活性化を図るため、住宅の改修
に要する費用に対して補助（対象経費の2分の１・上限50万円）
を行う。

三重大学伊賀連携フィールド事
業
（地域創生課）

2,711三重大学伊賀連携フィールド事業負担金（2,388）

三重大学、上野商工会議所、伊賀市文化都市協会及び伊賀市が
連携協力し、共同研究等の研究活動、生涯学習講座の実施や人
材育成等の教育活動、忍者研究等の推進による文化活動や地域
活性化活動等を行う。

105

住民自治協議会推進経費
（住民自治推進課）
（上野支所）
（伊賀支所）
（島ヶ原支所）
（阿山支所）
（大山田支所）
（青山支所）

134,171

キラっと輝け地域応援補助金（12,600）（住民自治推進課）
地域の課題解決や特色を活かしたまちづくり活動など、住民自治協議
会が地域まちづくり計画に沿って主体的に実施する事業の費用を補
助する。

127地域絆づくり補助金（7,756）（住民自治推進課）
安心・安全な地域社会の実現に向けて、住民自治協議会が他の協
議会等と連携し、コミュニティ醸成を図る事業の費用を補助する。

地域包括交付金（112,802）（上野支所、伊賀支所、島ヶ原支所、阿山支所、
大山田支所、青山支所）

住民自治協議会に対し、地域まちづくり計画に基づき推進する事業
や活動などを支援するため交付する。



22

主な事業【対話からはじまる参加と協働】

（単位：千円）

事業名（担当所属） 予算額 主な事業（予算額） 概要
予算書
ページ

地域活動支援事業
（住民自治推進課）

2,088

報償費
Ｎ－１グランプリ活動応援金（100）

伊賀・山城南・東大和定住自立圏で活動する団体が、活動紹介パ
ネルを作成・展示し、応援したい団体に投票する取り組みを実施する。

127

地域活動支援補助金（1,600）
市民等の自主的なまちづくり活動と個性的で魅力あふれる地域づくり
を推進するため、市民等による公益活動に係る費用を補助する。

129

救急医療事業
（医療福祉政策課）

124,199【拡充】電話医療相談サービス委託料（19,253）
救急医療や応急処置、健康相談等も含めた相談に24時間対応す
る「伊賀市救急・健康相談ダイヤル24」の業務委託を行う。（定住
自立圏に名張市が加わったことによる拡充）

251

ごみ処理広域化検討事業経費
（廃棄物対策課）

15,690基本構想策定業務委託料（12,320）
ごみの適正処理の確保に向け、伊賀市・名張市・笠置町・南山城村
が連携して、ごみ処理体制の広域化について検討する。

269

観光振興管理経費
（観光戦略課）

33,240【拡充】忍びの里伊賀甲賀忍者協議会負担金（14,366）

日本遺産の認定を受けた伊賀・甲賀が世界に誇る共通の観光資源
である忍者について、 伊賀流と甲賀流が連携することで、広域的に
観光振興を図る。
大阪・関西万博開催により観光客が増加すると見込まれる関西圏へ
のプロモーションや、魅力ある観光拠点の整備等に取り組む。（案内
サイン整備、人材育成、観光商品造成事業など）

319
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一般会計予算の概要
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【歳入予算の概要】

科 目
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
増減

（％）
市税 １５,１２６,３４０ １４,７７２,６８５ ２.４

地方譲与税 ６７８,３５６ ６６７,９５３ １.６

利子割交付金 ４,３４０ ３,７２１ １６.６

配当割交付金 ９２,４３２ ８０,８３１ １４.４

株式等譲渡所得割交付金 ６８,８５７ ６５,９７１ ４.４

法人事業税交付金 ３２０,５８６ ３０２,１４２ ６.１

地方消費税交付金 ２,４８６,７５８ ２,４８７,８２９ ０.０

ゴルフ場利用税交付金 １９１,７３３ １８７,８９５ ２.０

環境性能割交付金 １１１,６４３ １２０,０２４ △７.０

国有提供施設等所在
市町村助成交付金

１,７２３ １,９５０ △１１.６

地方特例交付金 ８１,０００ ７２,７６６ １１.３

地方交付税 １０,５１６,０２１ １０,５５２,６１６ △０.３

交通安全対策特別交付金 ７,１７２ ７,２００ △０.４

分担金及び負担金 ４１１,４１７ ３７４,１５３ １０.０

使用料及び手数料 ４５９,１９２ ４６５,２０７ △１.３

国庫支出金 ６,６７６,１３０ ５,８６２,１３１ １３.９

県支出金 ３,２８７,７１４ ２,９５５,８２２ １１.２

財産収入 １２７,１３６ ９１,０４０ ３９.６

寄附金 ９００,０４９ ７００,０４６ ２８.６

繰入金 ２,６７０,１７１ ２,５７８,１７９ ３.６

繰越金 ５００,０００ ５００,０００ ０.０

諸収入 ５７８,４３８ ４９９,６８２ １５.８

市債 １,６０５,４００ ３,１１６,９００ △４８.５

合 計 ４６,９０２,６０８ ４６,４６６,７４３ ０.９

自主財源

44.4％

依存財源

55.6％

市税

32.3%

負担金・使用料

など

1.９%

その他

１０.２%
国からの交付金

31.０％

国県支出金

21.2%

市債

3.4%

一般会計歳入予算構成比

歳入総額

46,902,608千円

※

※財産収入
寄付金
繰入金
繰越金
諸収入

（単位：千円）
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【歳入予算の概要】

＜市 税＞
市民の皆様から直接納めていただく税で、主な内容は個人市民税、法人市

民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税などがあります。
＜法人事業税交付金＞

地方法人特別税・譲与税制度の廃止に伴う減収分の補填措置として、法
人事業税の一部が県から交付されます。
＜環境性能割交付金＞

令和元年度から、自動車取得税に代わって、自動車税及び軽自動車税の
環境性能割交付金制度が創設され、交付金が県から交付されます。
＜地方譲与税・交付金関係＞

本来、地方が徴収すべき税を、便宜上、国税として徴収し地方に譲与するも
ので、本市で対象となるのは地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、森林
環境譲与税になります。
＜利子割交付金・配当割交付金＞

利子等の支払いを受ける個人又は法人が納める利子割や、一定の上場株
式等の配当等の支払いを受ける個人が納める配当割を一定の基準により都
道府県が交付する交付金です。
＜地方消費税交付金＞

県が課税した消費税の内、２分の１に相当する額が人口及び従業者数で
按分され市町に交付されます。令和元年10月からの増税分は、保育所管理
運営事業など社会保障の財源として活用しています。
＜地方交付税＞
国税のうち所得税、法人税、酒税及び消費税のそれぞれ一定割合の額を、

地方公共団体が等しくその行うべき事務が遂行できるよう、一定の基準により
国が交付する税のことです。普通交付税と特別交付税があります。

＜国庫支出金＞
国からの負担金や補助金、委託金で、譲与税や交付税との違いは、国庫

支出金は使途が特定の事業に充てることとされている点です。
児童手当負担金や物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金などの

増額により、13.9%の増となっています。
＜県支出金＞

三重県からの負担金や補助金、委託金が主な内容です。
三重県知事選挙執行委託金や施設型給付費負担金などの増額により、

11.2%の増となっています。
＜分担金・負担金 使用料・手数料＞

市が行う事業に対する地元負担金や施設などの使用料が主な内容です。
＜繰入金＞

基金の取り崩し金や他会計からの繰入金が主な内容です。
財政調整基金繰入金や環境保全基金繰入金などの増額により、全体で

３.６%の増となっています。
＜市 債＞

主に建設事業に充てる借金で、旧上野市庁舎利活用事業や観光施設整
備事業などの減額により、市債全体では前年度比48.5%の減となっています。
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【市税の内訳】

科 目
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
増減

（％）

市民税 ５,９１３,６２２ ５,５２２,０８９ ７.１

固定資産税 ８,１１５,５８２ ８,１３４,５０８ △０.２

軽自動車税 ３９７,８８２ ３８４,３９４ ３.５

市たばこ税 ６７１,３３１ ７０４,０４０ △４.６

鉱産税 ３４ ４５ △２４.４

都市計画税 ０ ０ -

入湯税 ２７,８８９ ２７,６０９ １.０

計 １５,１２６,３４０１４,７７２,６８５ ２.４

市民税が増額となる見込みであり、個人市民税では前年度比
6.4％の増、法人市民税においては前年度比9.9%の増を見込
んでいます。市税全体では前年度比2.4％の増となっています。

136

141
144

148
151

125

130

135

140

145

150

155

R3 R4 R5 R6 R7

市税の推移（予算額）億円

年度

（単位：千円）
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【歳出予算の概要】

○費目別分類
一般会計の歳出予算を市が行う仕事や事業の費目別に分

類すると、次のようになります。

科 目
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
増減

（％）

議 会 費 ２８４,３８７ ２７５,０５８ ３.４

総 務 費 ７,８３３,２８３ ７,５４９,４５１ ３.８

民 生 費 １６,２５４,４３３１４,９４７,８３８ ８.７

衛 生 費 ４,６７８,４４９ ４,７１１,１５４ △０.７

労 働 費 ６５,８８１ ５９,９８０ ９.８

農 林 業 費 １,７７５,９４５ １,９１６,８０３ △７.３

商 工 費 ９０７,６５０ ７８６,２６５ １５.４

土 木 費 ３,４９９,６２６ ４,９０４,９６９ △２８.７

消 防 費 １,８９１,５２６ １,９１１,１３７ △１.０

教 育 費 ４,１５８,５８３ ３,７３９,２６６ １１.２

災害復旧費 ２１０,０００ ２３０,０００ △８.７

公 債 費 ５,３１２,８４５ ５,４０４,８２２ △１.７

予 備 費 ３０,０００ ３０,０００ ０.０

合 計 ４６,９０２,６０８４６,４６６,７４３ ０.９

予備費

0.1％
議 会 費

0.6%

総 務 費

16.7%

民 生 費

34.7%
衛 生 費

10.0%
労 働 費

0.1%

農 林 業 費

3.8%

商 工 費

1.9%

土 木 費

7.5％

消 防 費

4.0％

教 育 費

8.9%

災害復旧費

0.4%

公 債 費

11.3%

一般会計歳出予算費目別構成比

歳出総額

46,902,608千円

（単位：千円）
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〇 費目別予算の概要

＜議会費＞
市議会の運営に係る経費で、主な内容は議員報酬や政務活動費などです。

＜総務費＞
庁舎管理や電算システムの保守など行政内部にかかる経費が中心ですが、

地域振興や住民自治、人権啓発、防災関係などの経費も含まれています。
本年度は、基幹系システム管理経費の増額などにより、3.8%の増となって

います。
＜民生費＞

福祉全般に関する経費で、市の事業の中でもっとも大きな割合を占めてい
ます。主な内容は介護福祉事業や保育所の運営管理、医療費助成、生活
保護費などがあります。

本年度は、児童手当扶助費の増額などにより、8.7%の増となっています。
＜衛生費＞

環境対策や清掃事業、健康推進などに係る経費で、さくらリサイクルセン
ターや斎苑などの維持管理経費や、ごみ収集経費、予防接種に係る経費な
どがあります。
本年度は、新斎苑PFI業務委託料の減額などにより、0.7%の減となってい

ます。
＜労働・農林業・商工費＞

労働・産業に関する経費で、主な内容は土地改良事業や農業・商工業団
体への助成、観光振興に関する経費です。

農林業費は、農業集落排水事業の減額などにより、7.3%の減となっていま
す。

商工費は、ふるさと応援事業の増額などにより、15.4%の増となっています。

＜土木費・災害復旧費＞
土木費は、道路、公園、市営住宅などの維持管理や建設に関する経費が

中心ですが、街なみの保全や市街地整備に関する経費も含まれています。
また、災害復旧費は台風などの災害により破損した道路などを復旧する経

費です。
土木費は、旧上野市庁舎利活用事業の減額などにより、28.7%の減と

なっています。
＜消防費＞

消防に関する経費で、主な内容は消防、救急活動に関するものや防火水
槽などの防災基盤整備、消防団本部の運営に関する経費です。

本年度は、常備消防施設等整備事業に係る費用の減額などにより、
1.0%の減となっています。
＜教育費＞

市立の小中学校、幼稚園の管理運営に関する経費のほか、文化財の保
全やスポーツ振興、青少年育成、公民館の管理運営などの社会教育にかか
る経費が含まれています。

本年度は、学校教育に係る学習者用端末（タブレット）購入費の増額な
どにより、11.2%の増となっています。
＜公債費＞

市が建設事業などのために借り入れた市債の償還に係る経費です。歳出
予算に占める割合が低いほど健全であるとされています。
＜予備費＞

地方自治法により設けることが定められている経費で、不測の事態により上
記科目で予算執行できない場合、この科目から支出することができます。
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○性質別分類
一般会計の歳出予算を性質別に分類すると、次のようになります。

科 目
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
増減

（％）

人件費 ８,９７７,０６４ ９,６２１,０８２ △６.７

物件費 １１,２８０,８０２ １１,４２５,９０１ △１.３

維持補修費 ５４８,４７４ ４８７,９６５ １２.４

扶助費 ８,７１０,８６６ ７,８１１,９１２ １１.５

補助費等 ５,４２３,０２８ ５,１８９,０９６ ４.５

投資的経費 ２,３４１,８５７ ２,１４９,９２３ ８.９

公債費 ５,３１２,８４５ ５,４０４,８２２ △１.７

投資・出資・貸付金 ４０,０００ ２９１,５４９ △８６.３

積立金 １,４６５,０１３ １,２５６,０５５ １６.６

繰出金 ２,７７２,６５９ ２,７９８,４３８ △０.９

予備費 ３０,０００ ３０,０００ ０.０

合 計 ４６,９０２,６０８ ４６,４６６,７４３ ０.９

（単位：千円）

義務的経費

49.0%

投資的経費

5.0%

その他経費

46.0%

人件費

19.1%

扶助費

18.6%

公債費

11.3%
投資的経費

5.0%

物件費

24.0%

補助費等

11.6%

繰出金

5.9%

その他

4.5%

一般会計歳出予算性質別構成比

歳出総額

46,902,608千円
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〇 性質別予算の概要

＜人件費＞
市長などの特別職や職員の給与に加え、市議会議員や各種委員、消

防団員の報酬などが含まれます。
本年度は、退職手当の減額などにより、6.7%の減となっています。〔義

務的経費(※)の一つです。〕
＜物件費＞

行政運営上必要となる消費的な性質をもった経費で、旅費、光熱水
費、通信運搬費、施設維持に係る委託料などが主な内容となります。

本年度は、にぎわい忍者回廊PFI業務委託料の減額などにより、
1.3%の減となっています。
＜維持補修費＞

庁舎や公園、道路などの公共施設の維持補修に関する経費です。
本年度は、樹木剪定伐採等委託料の増額などにより、12.4%の増と

なっています。
＜扶助費＞

社会保障制度の一環として生活保護法、児童福祉法、老人福祉法
などの法律に基づき支出する扶助費だけでなく、市が独自に行う扶助費も
含まれています。
本年度は、児童手当扶助費の増額などにより、11.5%の増となっていま

す。〔義務的経費(※)の一つです。〕
＜補助費等＞

各種団体への助成、負担金などが主な内容で、保険料や報償費も含
まれます。
本年度は、価格高騰緊急支援給付金の増額などにより、4.5%の増と

なっています。

＜投資的経費＞
市が行う建設事業と災害復旧に係る経費で、工事費だけでなく建設

事業に係る測量設計費などの経費も含まれます。主なものは河川等改修
工事費や市道新設改良工事費などです。

本年度は、舗装工事費の増額などにより、8.9%の増となっています。
＜投資・出資・貸付金＞

県との協調融資の原資や他会計への出資、貸付金が主な内容です。
本年度は、地域総合整備資金貸付金や水道事業会計出資金の減

額などにより、86.3%の減となっています。
＜積立金＞

市の貯金である「基金」への積立金です。
本年度は、伊賀市ふるさと応援基金積立金の増額などにより、16.6% 

の増となっています。
＜繰出金＞

一般会計から特別会計又は特別会計相互間の予算の相互充用の方
法です。

本年度は、国民健康保険事業特別会計繰出金の減額などにより、
0.9%の減となっています。

【義務的経費】（※）
人件費、扶助費、公債費が地方公共団体の義務的経費と言われるも

ので、支出が義務づけられているものや任意に削減しにくい硬直性の高い
経費です。これらが歳出予算に占める割合が低いほど財政構造上、弾力
性に富み健全な財政であるとされています。

本年度の義務的経費の歳出予算に占める割合は49.0%であり、昨年
度の49.1%より0.1%の減となっています。
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【引上げ分の地方消費税の使途について】

（歳入）
地方消費税交付金（引上げ分） 1,309,272千円

（歳出）
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 5,391,514千円

〇社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 （単位：千円）

事 業 名 経 費

財 源 内 訳
特 定 財 源 一般財源

国県支出金 その他
引上げ分の
地方消費税

その他

社会福祉

地域福祉推進事業 21,447 3,142 1,347 11,215 5,743

生活困窮者自立支援事業 44,695 26,986 0 11,712 5,997

障害者自立支援給付事業 2,645,147 1,979,776 2 440,043 225,326

福祉医療費助成事業 454,443 211,553 970 159,994 81,926

老人施設福祉事業 275,894 0 40,446 155,714 79,734

放課後児童対策事業 171,450 112,234 0 39,163 20,053

子育て支援対策事業 21,853 13,025 768 5,330 2,730

母子・父子自立支援事業 4,385 3,385 0 661 339

保育所管理運営事業 310,825 494 99,227 139,614 71,490

生活保護事業 1,035,603 816,077 15,715 134,791 69,020

保健衛生 予防対策事業 405,772 5,277 81,398 211,035 108,062

合 計 5,391,514 3,171,949 239,873 1,309,272 670,420
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【入湯税の使途について】

（歳入）
入湯税 27,889千円

（歳出）
入湯税充当事業費 459,131千円

〇 入湯税充当事業 （単位：千円）

事 業 名 経 費
財 源 内 訳

特 定 財 源 一般財源
国県支出金 市 債 その他 入湯税 その他

環境衛生施設の整備 327,015 0 0 36,003 20,829 270,183
消防施設等の整備 5,805 0 0 0 415 5,390
観光施設の整備 52,397 3,428 0 8,783 2,876 37,310
観光振興 73,914 20,150 0 1,097 3,769 48,898

合 計 459,131 23,578 0 45,883 27,889 361,781
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【森林環境譲与税の使途について】

（歳入） 森林環境譲与税 99,792 千円 （歳出）森林環境譲与税充当事業費 106,678 千円

〇 森林環境譲与税充当事業 （単位：千円）

事 業 名 経 費

財 源 内 訳

特 定 財 源 一般財源

国県支出金 市 債 その他 森林環境譲与税 その他

未整備協定林整備事業 54,234 54,234
共同研究事業 500 500
未来の山づくり事業 4,510 4,510

伊賀産材ブランド化事業 2,000 2,000

緊急間伐・搬出間伐推進事業 2,500 2,500

森林境界明確化事業 14,250 14,250

森林作業道整備事業 14,000 14,000

店舗等木質化事業 5,028 5,028

自伐林家等事業 3,000 2,862 138
森林環境譲与税基金積立金 158 158

短時間勤務会計年度任用職員人件費 3,037 405 2,632

街道案内看板等設置事業 1,200 1,200

都市公園木製ベンチ更新事業 986 986

桑町駅待合室ベンチ改修事業 1,000 1,000

さまざま広場木製車止め設置事業 165 165

図書館管理経費（森林関係図書・雑誌） 110 110

合 計 106,678 6,886 99,792
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【基金及び市債の残高】

市の貯金である基金は、各事業を行うにあたり財源が
不足しているため、約26億２千万円を取り崩す予定で
す。また、財政調整基金や伊賀市ふるさと応援基金等
へ約14億７千万円を積立てるため、令和７年度末基
金の残高は約160億円となる見込みです。

市民一人あたりの基金残高は、約19万円になります。
（※1）
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市が建設事業等のために借入れた市債の残高は、令
和６年度末には約458億円（※2）になる見込みで
す。これは約37億２千万円の借入れに対して、償還額
が約52億円であるため、市債残高が約14億８千万円
の減額となります。

令和７年度は、約16億１千万円の借入れに対して、
償還額が約5１億１千万円であるため、令和７年度
末の市債残高予定額は、令和６年度に比べ約35億
円の減額となります。

今後も引き続き、償還と借入れのバランスを考慮した
健全な運営に努めます。

市民一人あたりの市債残高は、約50万円になります。
（※1）

※１ 伊賀市の人口（住民基本台帳）
84,451人（2025/1/31現在）

※２ 令和５年度から令和６年度への繰越明許に係る市債発行額
を含む。
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特別会計・企業会計・

財産区特別会計予算の概要
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【特別会計予算の概要】

会 計 名
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
増減

（％）
国民健康保険事業 8,799,453 9,044,318 △2.7

事業勘定 8,727,776 8,966,831 △2.7

直営診療施設勘定 71,677 77,487 △7.5

駐 車 場 事 業 37,753 43,843 △13.9

介 護 保 険 事 業 10,616,025 10,588,444 0.3

サービスエリア 8,881 8,710 2.0
後期高齢者医療 1,607,125 1,546,078 3.9

合 計 21,069,237 21,231,393 △0.8

＜介護保険事業＞
介護保険法に基づき、要介護認定を受けた方に対して、さまざまな介護

サービスに関する給付を行っています。また、地域包括支援センターを設け、
介護予防に関する事業も行っています。さらに、センターを３か所に設置し、
相談窓口の充実を図っています。なお、これらは、主に介護保険料と国庫
負担金により運営しています。

＜サービスエリア＞
名阪国道を利用する人々の利便性の向上と地域の特産物などを含む

商工観光を広く啓発するため、名阪国道下り線に設置された伊賀サービス
エリアの管理・運営を行っています。

サービスエリア内の食堂及び売店の営業を委託した民間事業者より、売
上げの一定比率を収入とし、サービスエリアの維持管理費に充てています。

＜後期高齢者医療＞
75歳以上（65歳以上で一定の障がいがあり、広域連合の認定を受け

た者を含む。）の後期高齢医療被保険者の疾病又は負傷に対して必要
な医療給付などを実施するための特別会計です。

被保険者から保険料徴収、資格給付関係の申請・届出の受付、交付
等の窓口業務などを行い、三重県後期高齢者医療広域連合に対し納付
金を支払い、医療給付などの事務を県下で一元化し運営しています。

＜国民健康保険事業＞
国民健康保険法に基づき、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して

必要な保険給付を行っています。国民健康保険税や国庫支出金などにより運
営しています。また、医療機関の不十分な地域住民の健康保持のため阿波診
療所を設置しています。

＜駐車場事業＞
市が設置した９か所の有料駐車場の円滑な運営と管理を行っています。

（単位：千円）



37

【企業会計予算の概要】

会計名
令和７年度

予算額
令和６年度

予算額
増減

（％）

病院事業 6,140,079 5,884,135 4.3

収益的支出 5,490,664 5,204,067 5.5

資本的支出 649,415 680,068 △4.5

水道事業 5,615,012 4,995,424 12.4

収益的支出 3,134,667 3,290,910 △4.7

資本的支出 2,480,345 1,704,514 45.5

下水道事業 4,612,851 4,155,600 11.0

収益的支出 2,396,457 2,518,661 △4.9

資本的支出 2,216,394 1,636,939 35.4

合 計 16,367,942 15,035,159 8.9

（単位：千円）

＜病院事業＞
伊賀市立上野総合市民病院を開設し、伊賀市の総合病院として市民の健

康保持に必要な医療を提供しています。
収益的支出の主な内容は、医師、看護師などの給与費や医療にかかる材料

費、病院管理経費などがあります。
資本的支出の主な内容は、医療器械購入費、施設整備などの建設改良費、

企業債の元金償還金があり、会計全体で前年度比4.3%の増となります。

＜水道事業＞
安全で安心な水道水の安定供給を行うため、浄水施設の維持管理及

び整備、老朽水道管の更新を行っています。
収益的支出の主な内容は、浄水場の運転及び維持管理費用、人件費、

企業債の支払利息などがあります。
資本的支出の主な内容は、浄水施設整備及び配水管更新などの建設

改良費や、企業債の元金償還金があり、会計全体で前年度比12.4%の
増となります。

＜下水道事業＞
安全で快適な生活環境の確保や良好な水環境を形成するため、下水道

施設の維持管理及び整備、老朽化施設の更新、施設の長寿命化などの
下水道整備を行っています。

収益的支出の主な内容は、下水道施設の運転及び維持管理費用、人
件費、企業債の支払利息などがあります。

資本的支出の主な内容は、管路及び処理場整備などの建設改良費や、
企業債の元金償還金があり、会計全体で前年度比11.0%の増となります。

【企業会計について】
地方公共団体が経営する病院事業、水道事業及び下水道事業は、地

方公営企業法に基づき、経理の方法を企業会計方式により処理していま
す。一般会計やその他の特別会計とは異なり、当該年度の損益取引に基
づくもの（診療報酬、水道料金、下水道使用料、人件費、物件費、材料
費など）を「収益的収支」、投資資本の増減に関する取引（企業債、他
会計補助金、国庫補助金、建設改良費、企業債償還金など）を「資本
的収支」として、２本立ての予算が組まれています。

また、損益計算書、貸借対照表やキャッシュ・フロー計算書等の財務諸
表の作成が義務づけられています。
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【財産区特別会計予算の概要】

会計名
令和７年度

予算額
令和6年度

予算額
増減

（％）

島 ヶ 原 財 産 区 30,523 30,508 0.0

大 山 田 財 産 区 12,972 12,933 0.3

合 計 43,495 43,441 0.1

（単位：千円）

【財産区について】
財産区は地方自治法により法人格が認められた「特別地方公共

団体」です。財産区の権限は、財産又は公の施設の管理及び処分
又は廃止に限られ、市のように広範囲で事務を処理することはでき
ないとされています。また、市町村などは財産区の経費について会計
を仕訳けする必要があります。

島ヶ原財産区及び大山田財産区においては財産区の執行機関
は市であり、議決機関は市議会ですが、財産の管理又は処分に関
する事項については、条例に基づき設置された「管理会」の同意を
得る必要があります。

＜島ヶ原財産区＞
島ヶ原財産区は、旧島ヶ原村が過去の災害を教訓として保全して

きた山林などの管理造成のために設置されています。
主にゴルフ場への土地貸付収入により運営しています。
財産区が所有する山林などは合計で約410haあり、保安林

216ha、山林91ha、雑種地など103haで構成されています。

＜大山田財産区＞
大山田財産区は、旧大山田村の住民を中心に保全、継承してき

た山林などの管理造成を行うため設置されています。主に風力発電
施設への土地貸付収入により運営しています。

財産区が所有する山林などは合計で約191haあり、保安林
54ha、山林113ha、原野24haで構成されています。
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≪一般会計≫ 

  （単位：千円） 

補正前の予算額 補正予算額 補正後の予算額 

５０，７２４，３１４ ５４０,３７８ ５１,２６４,６９２ 

 

今回の補正は、決算見込みによる補正を中心に、国の令和６年度補正予算で措置された

事業等について補正しています。 

 

＜歳出＞ 

１．国の令和６年度補正予算関連費用 

【総務費】 

  ・伊賀鉄道活性化促進事業（４３，２３０千円） 

    伊賀線トイレ新築工事費（茅町駅トイレ）      ４３，２３０千円 

（財源） 

国：地域公共交通確保維持改善事業補助金 

地方債：伊賀鉄道活性化促進事業（一般単独事業債） 

（予算書：67 ページ 所管課：企画振興部交通戦略課） 

 

  ・伊賀鉄道維持管理経費（７６，０９０千円） 

    鉄道施設・車両設備更新工事委託料         ７６，０９０千円 

（財源） 

国：鉄道軌道安全輸送設備等整備事業補助金 

地方債：伊賀鉄道活性化促進事業（一般単独事業債） 

（予算書：67 ページ 所管課：企画振興部交通戦略課） 

 

・防災資機材整備推進事業（４８，８２１千円） 

   防災資機材購入費（ワンタッチパーテーション及び簡易ベッド） 

４８，８２１千円 

（財源） 

国：新しい地方経済・生活環境創生交付金 

    （予算書：83 ページ 所管課：防災危機対策局） 

 

 

令和７年２月定例月会議 補正予算の概要 
（一般会計補正予算（第９号）等） 
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【教育費】 

・施設改修事業（１５７，５８２千円） 

    小学校施設工事監理業務委託料            ２，８５６千円 

小学校施設改修工事費              １５４，７２６千円 

（上野東小学校屋内運動場外部改修、内装改修、トイレ改修） 

（財源） 

国：学校施設環境改善交付金 

地方債：小学校施設整備事業（防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債） 

             （学校教育施設等整備事業債） 

（予算書：175 ページ 所管課：教育委員会事務局教育総務課学校施設室） 

 

 

２．決算見込による補正（主な事業） 

【総務費】 

・伊賀鉄道活性化促進事業（１１１，４５６千円） 

  鉄道事業再構築調査業務委託料           ▲４，００３千円 

伊賀鉄道運営費等補助金               ４，４２１千円 

  伊賀鉄道通学定期券購入費助成金           ６，１０７千円 

 伊賀線経営安定化等基金積立金          １０４，９３１千円 

（予算書：67 ページ 所管課：企画振興部交通戦略課） 

 

・ふるさと応援事業（２７６，１５９千円） 

   ふるさと納税包括プラン業務委託料         ６３，２４０千円  

   伊賀市ふるさと応援基金積立金          ２００，９２９千円 他 

（予算書：69 ページ 所管課：企画振興部地域創生課） 

 

【民生費】 

・住民税非課税世帯等物価高騰支援給付事業（▲５１，７９５千円） 

システム開発委託料                ▲１，３４１千円 

  価格高騰緊急支援給付金             ▲５０，０００千円 他 

（予算書：107 ページ 所管課：健康福祉部生活支援課） 

 

・物価高騰支援給付金事業（均等割のみ課税世帯分）（▲４，９０５千円） 

システム開発委託料                ▲４，７５１千円 他 

（予算書：107 ページ 所管課：健康福祉部生活支援課） 

 

・物価高騰支援給付金事業（こども加算分）（▲５，０２１千円） 

システム開発委託料                ▲４，７５１千円 他 

（予算書：109 ページ 所管課：健康福祉部生活支援課） 
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・物価高騰支援給付金事業（調整給付分）（▲２２１，０２６千円） 

システム開発委託料                ▲３，１９０千円 

納税通知書等封入封緘等業務委託料         ▲２，１８６千円 

  価格高騰緊急支援給付金            ▲２０６，０４０千円 他 

（予算書：109 ページ 所管課：健康福祉部生活支援課） 

 

・児童手当扶助費（▲１００，０００千円） 

児童手当扶助費                ▲１００，０００千円 

（予算書：123 ページ 所管課：健康福祉部こども未来課） 

 

 【衛生費】 

・予防接種業務経費（▲３３，７２０千円） 

  定期予防接種（Ｂ類疾病）業務委託料       ▲６６，０００千円 

  過年度国庫支出金精算返還金            ３２，２８０千円 

（予算書：133 ページ 所管課：健康福祉部健康推進課） 

 

・合併処理浄化槽設置及び管理事業（▲４５，７３５千円） 

  合併処理浄化槽設置整備事業補助金        ▲４５，６２５千円 他 

（予算書：135 ページ 所管課：上下水道部経営企画課） 

 

【農林業費】 

・土地改良施設維持管理適正化事業（▲５，２８４千円） 

  土地改良施設改修工事費              ▲５，２８４千円 

（予算書：145 ページ 所管課：産業振興部農村整備課） 

 

・多面的機能支払交付金事業（▲１０，２７７千円） 

  多面的機能支払交付金              ▲１０，１９１千円 他 

（予算書：145 ページ 所管課：産業振興部農村整備課） 

 

 【土木費】 

・旧上野市庁舎利活用事業（▲５６１，０７５千円） 

  にぎわい忍者回廊ＰＦＩ業務委託料       ▲５６０，７６７千円 他 

（予算書：161 ページ 所管課：産業振興部中心市街地推進課） 

 

 【消防費】 

  ・消防団本部管理経費（▲１１，１０６千円） 

    消防団員報酬                   ▲８，８９４千円 

    報償費（退職団員）                ▲３，０５７千円 
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    樋門操作点検委託料                 １，２８１千円 他 

（予算書：165 ページ 所管課：消防本部地域防災課） 

 

 【教育費】 

  ・情報化教育推進経費（▲３８，０５９千円） 

    修繕料                     ▲１６，０３２千円 

    システム導入作業業務委託料           ▲１６，４５６千円 他 

（予算書：171 ページ 所管課：教育委員会事務局教育総務課） 

 

  ・スクールバス運転管理及び維持経費（小学校費）（▲３５，３３６千円） 

    運行業務委託料                 ▲３５，３３６千円 

（予算書：173 ページ 所管課：教育委員会事務局教育総務課） 

 
  ・スクールバス運転管理及び維持経費（中学校費）（▲１６，９４３千円） 

    運行業務委託料                 ▲１６，９４３千円 

（予算書：175 ページ 所管課：教育委員会事務局教育総務課） 

 

 

【各会計補正後予算額対前年度比表】 
（単位：千円） 

令和６年度 令和５年度 差　引 伸率（％）

一般会計 51,264,692 49,880,108 1,384,584 2.8

特別会計 21,740,594 21,720,269 20,325 0.1

企業会計 15,071,485 15,716,485 ▲ 645,000 ▲ 4.1

財産区 45,094 49,000 ▲ 3,906 ▲ 8.0

全会計 88,121,865 87,365,862 756,003 0.9
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